

















平成 21 年 3 月 25 日








従来、自己制御 (self-regulation) は主に自己コントロール (self-controD の観点から捉えら
れてきた。とりわけ欧米の自己制御についての研究においては、自己抑制的側面が強調されてき





















































日本においては、柏木 (1988) の影響もあり、自己制御を自己主張と自己抑制の 2 側面から捉え、
それらが子どもの年齢とともにどのように変化するのかといった観点から多くの研究がなされて
きた。一方、欧米における研究では、自己抑制的側面に焦点が当てられることが多かった。しか
し、これらの研究の結果は必ずしも一致しているわけではない。その原因の一つは、用いられた
研究の方法の違いにあると考えられる。もう一つの原因は、子どもの発達に対する親の期待、そ
れに基づく子どもへの働きかけなどの文化的背景の違いが考慮されていないことにあると考えら
れる。
そのような発達研究の現状において、日中の幼児の比較を通して自己制御の発達的変化とその
メカニズムを明らかにすることを目的とした本研究は、主として 3 つの点において評価できる。
第 1 に、幼児の自己制御に対する保護者評定、幼児の自己制御に対する保育者評定、幼児に対す
る実験を実施し、質問紙法における評定者による結果の共通性と差異、質問紙法と実験法による
結果の共通性と差異を明らかにすることによって、従来の研究における結果の不一致の原因を明
らかにしたことである。
第 2 に、中国における幼児の自己制御の発達に関するデータを収集し、日中比較を通して、幼
児の自己制御の発達のプロセスとそのメカニズムを明らかにしたことである。幼児の発達に関す
るデータがあまり蓄積されていない中国においてデータを収集しただけでなく、とりわけ日本の
データと比較することにより、幼児の自己制御の発達において、文化の影響、保護者や保育者の
働きかけの影響を比較的受けやすい側面と文化的環境から比較的独立した部分があることを示し
た点が評価できる。
第 3 に、自己制御の発達を情動的側面の発達と関連づけて分析した点である。従来の研究にお
いては、「ある行動が生起しないこと」イコール「自己抑制」と見なされて、データが分析される
ことが多かった。しかし、行動が生起しないことは、必ずしも自己制御がなされた結果であると
は限らない。相手の行為がそもそも自分にとって不快だと感じられなければ、相手に対して、抗
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議・主張することもないだろう。そのような点に着目し、本研究では、情動状態と関連づけて行
動を分析することにより、自己抑制の発達のメカニズムを明らかにした点が評価できる。
認知発達、情動発達との機能間連関のなかで幼児の自己制御の発達メカニズ、ムを描くことにお
いては残された課題もあるが、文化的差異の記述だけにとらわれることなく、従来の研究の問題
点を明らかにするとともに自己制御の発達のメカニズムを明らかにしたことは、発達心理学に新
たな知見をもたらしたと判断できる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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